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Using the minimal group paradigm, the discrimination against the members who changed their initial 

group membership (converted members) in the minority-majority intergroup relations was examined. 

Participants (59 women and 27 men) were asked whether they agree or disagree to the three social 

opinions and categorized into the majority and the minority by their social attitudes. After the first point 

dstribution (between ingroup and outgroup) task, the experimenter gave a further instruction regarding the 

emergence of the converted members. The experimenter told that there were some persons who changed 

their initial attitudes (the converted members) when the respondents were asked to reply the same 

questionaire again, and that group size difference was expanded (or reduced). Then participants 

conducted the second point distribution between (a) ingroup and converted members to ingroup (CMI); (b) 

ingroup and converted members to outgroup  (CMO); (c) outgroup and CMI. Generally, the minority was 

likely to discriminate against the  CMO whereas the majority was likely to discriminate against CMI 

especially when the group size difference was expanded. When the group size difference is reduced, 

presumably the minority make the current ingroup-outgroup distinction salient, that they less express the 

discrimination against the CMI. Results were discussed from the next two points: (a) causal attribution of 

group members to conversion; (b) similarity and salience of subjective categorizaiton. 

Key Word: intergroup discrimination, minimal group paradigm, minority groups, majority groups, conversion

　集団間関係(intergroup　relations)とは、た とえば 「日本人 とアメ リカ人」や 「A大 学の学生 とB

大学の学生」な どとい うように、集団成員性の観点か らとらえた人々の間の関係性を指す。通常

の対人 関係 とは異な り、集団間関係 では 自分 と同 じ集団に属する内集団(ingroup)成 員に好意的

で、反対に集団成員性 の異なる外集 団(outgroup)成 員 には冷淡な態度や行動が示 されやす くな る

ことが知 られてい る。職場内の派閥争 いか ら民族間の差別 ・紛争に至るまで、「内集団びいき一

外集団差別」 とい う現象はさまざまな レベルの集団間関係で一様に見 られるものである。



　Tajfel, Billig,　Bundy & Flament(1971)は 、人々の集団間行動を検討す るために、最小条件集団パ

ラダイム(minimal　group　paradigm)と 呼ばれ る実験手続 きを用いた実験を行った(詳 しくは、久保

田(2001)参 照)。 最小条件集団パラダイムでは、まず被験者はスク リー ンに映 し出された点の数

をごく短時間の うちに判断す る知覚課題や2人 の画家が描いた抽象絵画の嗜好 を尋ねる課題 を行

う。 その後、課題 の結果か ら、被験者全体は2つ の集 団(「過大推定者集団」 と 「過少推定者集

団」など)に 分け られ ると教示 され、被験者 自身の集団成員性 と後の課題 で用い られ るコー ド番

号を知 らされ る(た だ し、この集団分割は、被験者の実際の回答 とは関係 なく、恣意的 に行われ

ている)。 そ して、被験者は特殊な報酬分配マ トリックス(reward　distribution　matrices)を示 され、

それ を用いて内集団あるいは外集団に属する2人 の他者に実験報酬を配分す るよう求められ る。

この際、分配の相手は、分配の相手は集団成員性 とコー ド番号によって示 され るので、具体的に

相手が誰であるのかは分か らない。また、他の被験者 と相談 した り、どう分配 したかを教えあう

ことも禁止 されてい る。最小条件集団状況は、集団間状況 として最低限の要件のみを満 たす状況

であ り、集団間差別は起こらないよ うに思われる。 しかし、実験の結果は、最小条件集 団状況で

さえ、 「内集団びいきー外集団差別」が見 られ るとい うものであった。被験者 は、外集団ではな

く内集団成員に対 して、より多 くの金銭を与えた。加 えて、内集団成員の報酬 をできるだけ多 く

しようとす るよりも、内集団と外集団 との金額の差を大き くしようとす る方略を優先 して用いた

よ うだった(Tajfel　et　al.,1971)。

　最小条件集団実験の結果は、集団所属に関する認知過程 に基礎 を置いた集団間関係の理論化が

可能であることを示唆す る。Tajfel(1978; Tajfel & Turner, 1979,1986)は 、最小条件集 団実験の

結果 をもとに社会的アイデンティティ理論(social　identity　theory)を提出 した。そ して、"内 集団 と

外集団の差異の強調"と い う認知的要因と、内集 団成員 としての自己定義(社 会的アイデ ンテ ィ

テ ィ)に 基づ く"内 集団(お よび 自己)を ポジテ ィヴな形で明確化 したい"と い う動機的要因か ら

集団間行動や評価の差異を説明 している。社会的アイデ ンティティ理論に対 しては、集団間差別

と自尊心高揚の関連 を検討 した研究の結果が一貫 していない点を指摘 された り(Abrams & Hogg,

1988;Lemyre & Smith,1985)、 不確実性低減(Mullin & Hogg,1998)の 動機や集団協力 ヒュー リス

ティック(神 ・山岸 ・清成,1996)の 採用 といった、別の認知的 ・動機的過程か ら説明が可能であ

る、 といった理論上の問題点や修正がいくつか提出 されている。 しか し、Tajfel et　al.(1971)以 降、

最小条件集団パラダイムに準拠 した多数の実証的研究が実施 され、集団間行動だけでな く、集団

評価や集団知覚のバイアスに関する数多くの知見を生み出すな ど、最小条件集団パラダイム、そ

して、認知的観点か ら集団間関係 にアプローチすることの有効性は繰 り返 し確かめられてきた と

いえる。

　最小条件集 団研究では、 さまざまな形式の集団間関係を設定す ることが可能である。 しか し、

現実の集団間関係 を考慮する と、集団間関係の(a)非 対称性 と(b)変 動性が検討すべ き問題 として



重要であると考え られ る。すなわち現実の集団問関係では、複数の集団が互いに対等な関係 を持

つのはごくまれであ り、勢力や地位な どさまざまな点で優劣が見 られ るのが一般的である。 そし

て、それ らの格差は決 して固定的なものではない。短期的に集団間関係の優劣が逆転するような

ことはまれかも しれないが、た とえば男女の関係や政治的イデオロギーの趨勢な どのように、歴

史的スパンで見れ ばダイナ ミックに大きく変動するような集 団間関係 もしばしば見 られる。

はじめに、集団間の非対称性 についてさらに考察 を進めると、おそ らく少数派ー 多数派 とい う

集団サイズの格差が もっとも原初的なもの と思われ る。少数派一多数派とい う集団間関係は、地

位 と正当性の観念、数の観念、お よび規範からの逸脱 の観念を結びつけた標準的なヒエラルキー

を反映 している(Moscovici　&　Paicheler,　1978)。 た とえば、民主主義社会では多数決ルールによっ

て意思決定がなされる。 したがって、ある社会の中で多数の態度 を持つことは、単に優勢である

だけでな く標準的で正 当な立場にあることを意味す るだろ う。一方、少数派の態度 ・価値観 は社

会的な標準か ら逸脱 したものとみなされ る可能性 がある。逆に、希少な特徴を持つ人々に高い価

値を見出し、それ以外の人々は凡庸で取 るに足 らない存在 と知覚 されることもあるだろう。 この

よ うに、集団サイズの格差が勢力や地位の優劣 を暗黙の うちに示唆 していた り、それ らの格差が

集団サイズの違いを契機 として派生 してゆ くこともありうる点で、よ り原初的 ・根本的であると

思われ るのである。

少数派 と多数派の集団間差別行動について、吉田 ・久保 田(1994)は 、社会的カテ ゴリー化基準

の違いの観点をふまえ次のよ うに論 じている。まず集団サイズ自体の効果 として、多数派 より少

数派の方が内集団びいきを示 しやすい と考 えられる。すなわち、より小 さい少数派は図のような

存在 として知覚 されるため、自身の集 団性 を意識 しやすい。一方、多数派は、地のような存在で

あ り、 自身の集団性 を明確化 しにくい(Ellemers,　Doosje, van Knippenberg, & Wilke, 1992; Gerard

& Hoyt, 1974)。 それゆえに、集団性 の顕在性 あるいは意識 しやす さに従 って、少数派 と多数派

の集団間差別行動に差が見 られ るもの と考えられる。実際、吉 田 ・久保 田(1994,実 験1)で は、

くじ引きとい う偶然性でカテ ゴリー化 した場合 に、少数派 のみが内集団びいきを示 し、多数派が

示 さなかったことを明らかに した。 さらに、その後の研究(久 保 田 ・吉田,1995)で 、多数派 より

少数派の方が、 自身の集団性 を強 く意識 し、内集 団びいきと集団性を意識す る程度の間に有意な

正の相関が見 られ ることを報告 している。そ して、社会的態度な どのようにカテ ゴリー化状況の

基準が何 らかの価値性を含む と、少数派だけでなく多数派もまた、価値の対立を媒介 として 自身

の集団性 を意識す るよ うにな り内集団びいきを示す よ うになることを明 らかに している(吉 田 ・

久保 田,1994,実 験2)。

続 いて、集団間関係の変動 性に関 しては、社会的アイデンティテ ィ理論にとっても、当初か ら

集団間行動に重要な影響 を及ぼす要因 として考察が加 えられてきた(Tajfel & Turner, 1979)。 すな

わち、所属集団の社会的地位が低いな ど、個人が所属集団から不満足な社会的アイデンティティ



しか得 られないときには、ポジテ ィブな 自己定義お よび 自尊感情 を達成す る方策の1つ として、

所属集団の変更ー社会移動を想定することができる。そして、集団間の移行が可能な状況では、

低地位集団が内集団 との同一視 を弱め、社会的アイデンティテ ィをあま り意識 しないこと、逆に

高地位集団では、低地位集団への移行が脅威 となるため、内集団との同一視を強めることもあ り

うることが示 されてきた(Ellemers,　1993;Ellemers,　van　Knippenberg,　de　Vries,　&　Wilke,　1988)。 ま

た、地位や勢力の格差が安定的で変化 しにくい と知覚 され るか否かは、その後の集団間行動にも

大きな影響 を及ぼす。たとえば、劣位の地位におかれた集団の成員が内集団びいきを示すには、

集団間の格差が不安定で、かつ(あ るいは)、 不当なものであると知覚す ることが必要であること

が示唆 されている(Ellemers,　van　Knippenberg　&　Wilke,　1990;　Tumer　&　Brown,　1978)。

上記 の研究では、集団所属や集団間関係の変動性が予期 されるだけでも、人々の行動や認知に

変化が生 じることを示 してい る。その一方で、実際 に集団間関係が変化 した後の行動や認知 を扱

った研究は数少ない。吉田 ・久保 田(1994,実 験3)は 、社会的態度 によ り被験二者 を少数派 と多数

派にカテ ゴリー化 し、集団間での得点分配課題 を行 った後、2度 目の態度測定 を行った。そ して、

「2回 目の態度測定では、以前の態度 を変化 させ 、集団成員性 を変更 した人々(転 向者集団=転

向派)が 存在 した」 と教示 し、少数派あるいは多数派にとどまった人々と転向派 との間で新たな

得点分配課題 を行わせた。すると、少数派 も多数派 も、外集団への転向派だけでなく、仲間に加

わった内集団への転向派に対 して強い差別を示す ことが明らかにされた。 しか し、吉田 ・久保 田

(1994,実 験3)に おいても研究上の不備 を指摘す ることができる。すなわち、転向派の存在 によ

り全体の集団サイズ格差は必ず変化す るはずであるが、それが どのように変化 したのかについて、

明確な教示は与えられていない。それ ゆえに、少数派一 多数派の勢力関係の変化が、両者の集団

間行動 に及ぼす影響について十分に検討 されてい るとは言い難い。以上より、本研究では転向に

よって集団の格差が拡大 した状況お よび縮小 した状況を明確 に設定 し、少数派ー多数派の格差関

係の変化が転向派に対する差別行動に及ぼす影響を改めて検討す る。

集団サイズの変化は、集団の占める勢力 と社会的影響の観点か ら次のよ うな意味を持つ と思わ

れ る。第1に 、集団の勢力の観点か ら見れば、Sachdev　&　Bourhis(1985)は 勢力が大きい集団ほど

強い集 団間差別 を示すが、完全な勢力を占めるときには差別の程度が弱まることを明 らかにして

い る、Sachdev　&　Bourhis(1985)の 知見に従 うと、両集団の勢力が拮抗する格差縮小条件では、少

数派も多数派 も明 らかな差別行動 を示す と予測 される。 これに対 し、格差拡大条件では特に少数

派は転向派に対 し明確 な差別 を示 しにくい と考え られ る。

第2に 、「どのよ うな社会的影響過程によって転 向が生 じたか」 とい う観点か ら見れば、多数

派への転向は、同調圧力 に屈 した応諾(compliance)で あ り表面的な態度変化であるとみなされる

だろ う。一方、少数派への転向は、少数派の価値観 を正 しいものとして真に受容 した と知覚され

るだろ う。 したがって、少数派は外集団への転向派 を、多数派は内集団への転向派を差別す ると



予測 され る。反対に、少数派は内集団への転向派に対 して、多数派は外集団への転向派に対 して、

明確な差別 を示 しにくい と考え られ る。

以上の2点 から、次の仮説を設定する。第1に 、集団サイズの格差が拡大す る場合、

仮説1　 少数派は、内集団をひいきし外集団への転向派 を差別す る一方で、内集団への転向派

を差別 しないだろ う。

仮説2　 多数派は、内集団への転向派を差別 し内集団をひいきす るが、外集団への転向派は差

別 しないだろ う。

第2に 、集団サイズの格差が縮小す る場合、

仮説3　 少数派は、外集団への転向派だけでなく内集団への転向派 も、内集団 と比較 して差別

す るだろ う。

仮説4　 多数派もまた、外集団への転 向派 と内集団への転向派の両方を差別するだろう。

なお、外集団 と転向派を比較す ることもできるが、 これについては仮説 を立てる論拠が十分で

ないために探索的な検討 とす る。本研究では内集団への転 向派 と外集団の間の分配を検討す るが、

上述の社会的影響に関する議論か ら、特に多数派においては外集団よ りも内集団への転向派 を差

別す る可能性があるよ うに思われる。

方 法

被験者　 大学生86人(男 子27人 、女子59人)。

実験計画　 内集団サイズ(少 数派/多 数派)× サイズ格差の変化(拡 大/縮 小)に よる2要 因被験者

間計画。

手続き　実験 は、1回 につき7～12人 の被験者 を対象 に実施 された。最初に、被験者は3項 目

の意見(マ スコ ミによる取材 ・報道への規制、少年法改正、死刑制度廃止)に ついて、賛成 ・反対

のどちらかの態度を選ぶ質問紙に回答 した。実験助手が集計をする間、被験者 はそれぞれの意見

についての賛成 ・反対の理由の代表的な ものをい くつか読み、それを評定す る課題 を行った(ダ

ミー課題)。 次に、被験者は以前に行われた とされ る架空の調査の結果 を告げ られた。その内容

は、回答傾向が全体のおよそ80%の 多数派 と20%の 少数派 とに大きく二分 され るとい うものであ

った(実 際には、2つ の集団は 「X集 団」および 「Y集 団」 と呼ばれた。実験の半数では 「X集

団」を多数派、 「Y集 団」を少数派に し、残 りの半数ではその逆に した)。 続いて、各被験者が多

数派 ・少数派の どち らの態度であったかを知 らせ、被験者 は実験室内の匿名の他者に対 し、1回

目の得点分配課題を行った。1回 目の得点分配課題終了後、実験者 は 「以前の調査の回答者 にも

う一度態度を尋ねたところ、態度 を変化 させた人たち(転 向派)が いたため、集団の割合が変化 し

た」 と告げ、サイズ格差変化の操作を行 った(Table　1)。 半数の被験者には、少数派か ら多数派

に態度を変えた人が比較的多 く、多数派 と少数派の格差がおよそ90%と10%に 拡大 したことが告



げられた(格 差拡大条件)。 残 りの半数には、多数派か ら少数派へ移 った人が多 く、集団サイズの

格差は67%と33%に 縮小 したことが知 らされた(格 差縮小条件)。 集団サイズの変化については、

スライ ドを用い、具体的な数字をあげて教示 した。被験者は、架空の調査の参加者を対象に、内

集 団 ・外集団 ・内集団への転向派 ・外集団への転向派の4集 団の成員 に得点を分配す る、2回 目

の得点分配課題を行 った。その後、実験後質問紙に回答 し、実験は終了 した。

得点分配課題　得点分配課題には、久保 田 ・吉田(1995)で 使用 された4種 類の分配マ トリック

ス(「内集団びいき(FAV)」 「内集団びいきvs.公平性(FAV　 vs.　F)」 「内集団びいきvs。最大共同利益

(FAV　vs.　MJP)」 「最大差異vs.最 大 内集団利 益+最 大共同利 益(MD　 vs.　MIP+MJP)」)を 用いた

(Table　2)。 そ して、Billig　&　Tajfel(1973)に ならい、1つ の被分配者の組合せ ごとに、「内集団び

いき」は1試 行、その他のマ トリックスは被分配者の位置を入れ換えた2試 行、計7試 行の分配

を実施 した。被分配者の組合せ は、「外集団への転向派VS.内集団」「内集団への転向派VS.内集団」

「内集団への転向派vs.外集団」の3通 りであった。「外集団vs.外集団への転向派」お よび 「内集

団への転 向派vs.外集 団への転 向派」の組合せ については、被験者への負担を考慮 して実施 しな

かった。得点分配は被分配者の組合せ ごとに行われたが、組合せの順序効果、および、組合せ 内

でのマ トリックスの提示順序の効果が相殺 され るよ う配慮 した。集団問差別の指標は複数提案 さ

れてい るが、本研究ではDiehl(1990)に 従い内集団びいき得点を求めた。具体的には、被分配者

の組合せ ごとに、内集団あるいは外集団に与えた総得点から転向派に与えた総得点を引いた。 し

たがって、正の内集団びいき得点は転向派に対する差別(内 集団あるいは外集団に対するひいき)

を、負の得点内集団あるいは外集団に対する差別(転 向派に対す るひいき)を 表す。

質問紙の構成 得点分配課題後に実施 された質問紙の内容は、以下のとお りである。

(a)集 団の優位性の知覚:世 間一般では、少数派 と多数派のどちらの態度が優勢であると思 う

かを7段 階で評定させた(1:多 数派のほうが非常に優勢～7:少 数派のほ うが非常に優勢)。

(b)集 団の主観的正 当性の知覚:少 数派 と多数派のどち らの態度が個人的に正 しい と思 うかを

7段 階で評定 させた(1:多 数派のほ うが非常に正 しい～7:少 数派のほうが非常 に正 しい)。



結 果

結 果 の分 析 は、 内集 団び い き得 点 の値 で ±3SD以 上 の偏 りが見 られ た3人 のデ ー タ を削除 し

て行 われ た。

少数派 と多数派 間 の分配 第1の 得 点分配 にお ける 内集 団び い き得 点 の平均 値 をFigure　 1に 示

す。 少数 派(η=40)と 多 数派(η=43)そ れ ぞれ に、 「母 平 均=0」 を帰 無仮 説 とす る鹸 定(片 側検

定)を 行 った。 そ の 結果 、少 数 派(M=7.53,ｔ(39)=2.17,ρ<.05)も 多数 派(M=5.56,ｔ(42)=

2.13,p〈.05)も 、 ともに有 意 な内集 団びい きー 外集 団差別 を示 していた。 さ らに、 内集 団び い

き得 点 を指標 と し、内集 団 サイ ズ を要 因 とす るｔ検定(両 側 検 定)を 行 った が 、両者 の得 点 に有意

差 は見 られ なか った('(81)=0.46,η.5.)。

以 上の結果 よ り、本研 究 の少 数 派 と多数 派 の 内集 団び い き性 はほ ぼ等 しい レベル で あ り、差 は

なか った もの と考 え られ る。



転 向派 に対す る差別 行動　 「外集 団へ の転 向派VS.内 集 団」 「内集 団へ の転 向派VS.内 集 団」 「内集

団へ の転 向派vs.外 集 団」 の各組 合せ で 、内集 団びい き得点 の平均 値 を各実 験条件 ご とにFigure　 2

に示す 。 まず 転 向派 に対す る差別 の有無 を検証 す るために 、内集 団びい き得点 を指 標 とし 「母平

均値=0」 を帰無仮 説 とす るｔ検定 を行 った(両 側検 定)。 結果 は次 の よ うに整 理 され る。

1.「 外集 団へ の転 向派vs.内 集 団」 の分配:格 差拡 大 条件 にお い て、少 数 派(η=19)は 外集 団

への 転 向派 を有 意 に差別 した(M=17.32,t(18)=3.93,p〈.001)。 これ に対 し、 多数 派(η

=22)で は、外集 団へ の転 向派 と内集 団 の どち らも差別 しなか った(M=一4.55)。 一 方格差

縮 小条件 では 、少 数 派(n=21)も 多数 派(n=21)も 、 ともに外集 団へ の転 向派 に対 す る差別 が

有 意 であ った(少 数 派:M=19.81,t(20)=3.40,p〈.01;多 数 派:M=12.33,t(20)=2.11,

P〈.05)。

2.「 内集 団 への転 向派vs.内 集 団 」 の分 配:外 集 団へ の転 向派 と内集 団に対 す る分 配 とは異 な

り、格 差拡 大条 件 の少数 派 で は内集 団へ の転 向派 に対す る有 意 な差別 が見 られ な か った(M

=-0 .32)。 これ に 対 し、格 差 拡 大 条件 の 多数 派 は有 意 に転 向派 を差 別 した(M=11.45,

t(21)=3.26,p〈.01)。 格 差縮小 条件 で も同様 に、少数 派で は内集 団へ の転 向派 に対 す る差

別 が見 られ な か っ た(M=5.29)の に 対 し、 多 数 派 で は有 意 な差 別 が見 られ た(M=6.57,

t(20>=2.15,p<.05)。

3.「 内集 団へ の転 向派vs.外 集 団 」の分 配:格 差拡 大 条件 で は、少 数派 は 内集 団 への転 向派 と

外集 団 の どち らに対 して も、有意 な差別 を示 さなか った(M=-3.68)。 これ に対 し、多数 派

は外集 団 に比べ 内集 団へ の転 向 派 を有 意 に差別 した(M=15.18,t(21)=3.04,p〈.01)。 格

差縮 小条件 で は、統計 的 に有意 で はなか ったが、少数 派 は外集 団 よ りも内集 団へ の転 向派 を

ひ い きす る傾 向 を示 した(M=一11.1,)。 多数 派 は、 内集 団へ の転 向派 と外集 団 の どち らか

一 方 を差別 す る こ とはなか った(M=ー0 .95)。



転向派差別の条件間比較　 続いて、被分配者の組合せごとに、内集団びいき得点を指標 とし、

内集団サイズ(少 数派/多 数派)と 格差変化(拡 大/縮 小)を 要因 とす る2要 因分散分析を行 った。

1.「 外集 団への転向派vs.内集団」の分配では、有意な内集団サイズの主効果(F(1 ,79)=7.84,

ｐ〈.01)が 見 られた。すなわち、多数派よ りも少数派がより強 く外集団への転向派を差別 し

た。加 えて、集団サイズ格差の主効果が有意な傾向を示 した(F(1,79)=3 .42,p<.10)。 結

果 として、格差の縮小によって相対的に転向派に対する差別は強ま り、拡大によって弱めら

れ る傾 向が示唆 された。

2.「 内集団への転向派vs.内集団」の分配では、内集団サイズの主効果のみが有意傾 向を示 し

(F(1,79)=3.25,p〈.10)、 少数派よ り多数派のほ うが、内集団への転向派を強 く差別す る

傾 向を示 した。

3.「 内集 団への転向派vs.外集団」の分配では、内集団サイズ(F(1 ,79)=6.98,p〈.01)お よ

びサイズ格差の変化 の主効果(F(1,79)=4.60,p〈.05)が 有意だった。すなわち、少数派 よ

り多数派で、および、格差が縮小するときより拡大するときで、内集団への転向派に対す る

差別は強められた。 しか し、いずれの分配においても、内集団サイズと集団サイズ格差の有

意な交互作用は見 られ なかった。

以上の結果を整理す ると、当初設定 した仮説1、2、4は 支持 された もの と考え られる。仮説

3に 関 しては、格差縮小条件の少数派が内集団への転向派に対 し差別 を示 さなかったため、部分

的な支持に とどまった。第1に 、格差の変化の仕方にかかわ らず、少数派は外集団への転向派を

差別す る傾向を示 した。多数派は、集団間の格差が縮小す ることによっては じめて外集 団への転

向派を差別す るようになったといえる。第2に 、内集団への転向派に対 しては、少数派よ りも多

数派の方が強 く相手を差別 した。特に、格差拡大条件の多数派は、外集団 と比較 したときでさえ

内集団への転向派を差別 した。一方で、格差縮小条件の少数派は、統計的には有意でない ものの、

む しろ内集 団への転向派 をひいきす る傾向を示 していた。

集 団の優劣 と正当性 集 団の態度 の優位性 お よび主観的 な正 しさの平均評定値 をそれぞれ

Table 3に 示す。内集 団サイズ ×集団サイズ格差の2要 因被験者間分散分析を行った。その結果 、

集団の優位性の認知では有意な主効果お よび交互作用は見 られず、一貫 して少数派より多数派の

ほうが優勢であると知覚 されていた。 しかし、集団の主観的正 しさの評定では、内集 団サイズの

主効果が有意だった(F(1,79>=23.81,p<.001)。 すなわち、少数派 も多数派 も態度の優勢 さに

かかわ らず、内集団の意見 をどち らかといえば正 しい と知覚 していた。このことか ら、少数派が

集団サイズの小 ささか ら内集団を劣勢であると知覚 しても、そのことが必ず しも直接的に内集団

をネガテ ィブにみなす(「正 しくない」、「逸脱 した」集 団)こ とには結びつかないことが示唆 され

た。



考 察

本研究は、最小条件集団パラダイムに基づき、転向派の出現によって集団の格差が拡大あるい

は縮小 した状況を設定 し、そのような集団間関係の変動性が転向派に対す る差別行動へ及ぼす影

響を検討 した。分配マ トリックスを用いた得点分配行動の結果 をま とめると、以下のよ うになる。

第1に 、格差拡大条件では、少数派は内集団に比べ外集団への転向派を差別 したのに対 し、内集

団への転向派と内集団の間の分配では、どちらか一方 を差別するような行動を示 さなかった。一

方、多数派が有意な差別を示 したのは、内集団への転向派に対 してであ り、外集団への転向派に

対す る差別は見 られ なかった。以上より、当初設定 した仮説1お よび仮説2は 支持 された。 これ

に対 し、格差縮小条件では、多数派は、内集団への転向派に対 しても外集団への転向派に対 して

も、ともに有意な差別行動 を示 し、仮説4は 支持 された。少数派に関 しては、外集団への転向派

に対 してのみ有意な差別を示 し、仮説3は 部分的にのみ支持 された。 さらに、「外集団vs.内集団

への転向派」間の分配行動を検討すると、格差拡大条件の多数派が、外集団に比べ内集団への転

向派を有意に差別 した。その一方で、格差縮小条件の少数派では、む しろ内集団への転向派をひ

いきす る傾向が見 られた。以下の考察では、本研究の結果 と関連す るいくつかの論点について議

論を展開す る。

勢力変化と社会的影響の推定(原 因帰属)　 集団サイズの変化は、集団の占める勢力 と社会的影

響の観点か ら影響 を予測できると考え られ るが、格差拡大条件 の結果は、 「なぜ転 向したのか」

とい う転向派が受 けた社会的影響の推測一別の言い方をすれば、転向に関す る原因帰属 一の仕方

が、転向派に対す る差別行動に大きな影響を与えていることを示唆 している。すなわち、多数派

の態度はヽよ り妥当だ とみな されやすい価値観 を提供 し(Festinger,1950)、 多数派への同調圧力

を生 じさせる。 これに対 し、少数派の価値観 は、支配的な価値観 に異議を唱え認知的葛藤 を引き

起 こし、ひいては真の態度変化(私 的変化)を 生み出す と考え られる(Moscovici,1980)。 そ して、

多数派への同調者である少数派から多数派への転向者一すなわち、少数派に とっては外集団への

転向派であり、多数派にとっては内集団への転向派一は、周囲の状況に合わせて自分の立場を変

化 させ る信頼のおけない人々 とみな され、強 く差別 された と考えられる。一方、多数派か ら少数

派への転向者一すなわち、少数派にとっては内集団への転向派であ り、多数派に とっては外集団

への転向派一は、自分の態度を真 に変化 させたのであ り、明確に差別 されることはなかったもの



と思われ る。

一方
、格差縮小条件では、転向に対する原因帰属の相違に加え、少数派と多数派の勢力が拮抗

したとい う勢力関係の変化 もまた、集団間差別行動に影響を及ぼ した。すなわち、多数派にとっ

て、外集団への転向派は、多数派の勢力を弱め、自身の価値の正当性 を脅かす存在 と知覚 される。

それゆえに、外集団への転向派 と内集団の分配において、少数派だけでなく多数派もまた、外集

団への転向派を有意に差別 した。また、少数派は、内集団への転向派に対 し明確な差別 を示 さず、

特に、外集団に比べむ しろ内集団への転向派 をひいきす る行動 も見 られた。 この ことは、少数派

が内集団の勢力の低 さを意識 しやす く、内集団への転向派を少数派の立場の好転に貢献 した 「仲

間」 として扱 いやすかったためと考えられる。多数派も、内集団への転向派を差別 したのは、内

集団 と比較 した場合のみであ り、外集団 よりも冷淡に扱った とい うわけではなかった。以上よ り、

集団サイズの格差が縮小す ることによって、「内集 団 ・内集 団の転向派」対 「外集団 ・外集 団へ

の転向派」 とい う現在の内集 団一外集団の区分がより顕在化す るよ うになるのではないか と思わ

れ る。特に本研究では、少数派、多数派、および転向派の集団サイズを数値によって明確に被験

者に教示 したため、集 団サイズおよび勢力の変化が被験者にとってより明示的であったことも関

係 してい ると思われ る。集団サイズが直接的に集団のもつ勢力を表 した とい うことは、集団サイ

ズの格差の変化にかかわ らず、少数派が多数派に比べ 自らの集団を劣勢だと知覚 していた ことか

ら明らかである。 ただ し、少数派が内集団を劣勢であると知覚することが、必ず しも直接的 に内

集団をネガテ ィブにみなす ことには結びつかないことが示唆 されている。すなわち、集団の態度

の正 しさの評定では、多数派だけでなく少数派 も、 ともに内集団の態度を正 しいを知覚 していた
り

のであ り、それゆえに、た とえ内集団の勢力が弱め られた とき(格 差拡大条件の少数派、お よび、

格差縮小条件の多数派)で も、転向派に対 し明確 な内集団びいきが見 られた と考えられる。

本研究の結果は、集団の 占める勢力 と社会的影響の観点か らの解釈に妥当性 を与えるものであ

るが、少数派および多数派が転向派をどのよ うに認知 していたのかを直接測定 してはいない。特

に、本研究では、少数派 と多数派の態度が どのよ うなものであるか実験者が明確に示 したわけで

はなく、転向派もさまざまな意見を読んだ うえで態度 を変化 したとしか教示 していない。多数派

については、 この ような状況でも、「多数派であること」が表明 される時点ですでに同調圧力が

生 じる と考えることができる。 しか し、Moscovici(1976)に よると、少数派が影響力 を発揮す る

には、少数派が、(a)一 貫性、(b)心 的投資、(c)自 律性 、(d)堅 固さ、などの行動様式を身 につけ

ている必要がある。言い換えると、少数派は、 自身の立場 を(a)一 貫 して、(b)熱 心に、(c)自 己

の原理に基づき、(d)か た くなに表明することによって、多数派に対 し影響力 を発揮す ることが

できる。 それゆえに、多数派か ら少数派への転向者が、何に基づいて少数派の影響力を受 けたの

かについて、本研究の結果か らは明確 に論 じることができない。今後の研究では、転向派に対す

る認知の問題 を直接的に検討 し、少数派 と多数派で、転 向の方向によって、転向派に対す る認知



が異なるのか、さらに集団サイズの格差が変化す ることで、転向派に対する認知が変化するのか

などの疑問に答 えていかなければならないであろ う。加えて、対等な関係から格差が生 じた状況

を設定 した り、転向派間の比較を行 うな ど、転向と集団間の格差の問題 について、 さらに検討を

進めていく必要があるように思われ る。

類似性 と転向 本研究で差別 されたのは、内集団か ら外集団へ と態度 を変化 させ、言わば内集

団から逸脱 した態度を示す 「外集団への転向派」ばか りではなかった。外集団の価値に異を唱え

新たに内集団に転向 した 「内集団への転向派」に対 して も、特に多数派は明確な差別行動を示 し

ていた。一方、Marques,　Abrams,　Paez,　&　MartinezーTaboada(1998)は 、外集団の標準的な態度 を示

す内集団逸脱者が否定的に、反対に内集団の標準的な態度を示す外集団逸脱者が肯定的に評価 さ

れることを一連の研究で確かめている。特に、被験者による評価が典型的な内集団成員に通知さ

れた り、集団規範が顕在化 され るような状況では、上記の評価傾向がよ り強ま り、外集団の逸脱

者が内集団の逸脱者 よりも好 ましい存在 と認知 され ることを明 らかに して る。本研究 とMarques

et　al.(1998)の結果の相違は、 どの ように解釈することができるだろ うか。

第1に 、両者の相違は、個人 レベルの類似一非類似 と集団 レベルの類似ー非類似 とい う類似性

の レベルの違 いとして解釈できると思われ る。Dieh1(1988)は 、類似性 が集団間差別に及ぼす影

響 を論 じるにあた り、個人間の類似性 と集団間の類似性 を区別 しなくてはな らない としている。

Marques　et　al.(1998)に おける逸脱者 とは、あくまでも外集団と類似 した態度を表す個人であ り、

個人 レベルでの評価や行動は類似性一魅力仮説 に基づいて決定 される。すなわち、信念適合性理

論(beiief　congruence　theory, Rokeach, 1960)に て論 じられているよ うに、態度や信念の類似性は、

相手に対する魅力を生み、好意的な行動を導 くが、態度の異なる他者 に対 しては否定的な感情が

生まれ、否定的な評価や冷淡 な行動 を生み出す と考えられる。

これに対 し、本研究の転向派は複数の個人か らなる～ま とま りの人々であ り、集団 としての実

体性をある程度有 していた と考え られ る。Diehl(1988)に よる と、個人の レベル とは異な り、集

団間の類似性は、内集団の価値や社会的アイデンティティをあいまいにす るので、集団間差別が

む しろ強められる。本研究の内集団への転向派 もまた、少なくとも多数派に とっては内集団の集

団の価値 を脅かす存在 として強 く差別 された と考えることができる。

第2に 、本研究で設定 した集団間関係に、少数派一多数派とい う格差が存在 していたことも、

Marques et al.(1998)の 実験状況 とは大きく異なる。すでに議論 したよ うに、少数派-多 数派 とい

う集団間関係であるがゆえに、多数派への転向派は、周囲に迎合 して態度 を変える信頼のお けな

い人々であると知覚 された可能性が示唆 される。それゆえに、多数派への転向派は、多数派に と

っては、 自分たちと同 じ態度を支持する人々であったとしても、強 く差別 したと考えられる。

本研究の結果は、集団間の転向が単なる個人間の類似性の要因以上の作用を引き起 こし、さら

にその効果は集団間の格差の ような状況的要因の影響 を受けることを示唆 している。今後の研究



では、個人 レベル の類似性 と集団 レベル の類似性 と同一の枠組みで比較 し、Diehl(1988)の 集 団

間類似性に関す る議論の妥 当性 をより厳密な形で検討 していかなければな らない と思われ る。 さ

らに、類似性 と集団間の格差を含 めた状況的要因の関係 について引き続 き研究を積み重ねてい く

必要があると思われる。
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